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各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
「原材料価格高騰対応等緊急保証」の実施について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　「安心実現のための緊急総合対策」において決定された新しい保証制度「原材料価格高騰対応等緊急保証」が１０月３１日から開始されます。
　同制度は、原油に加え原材料価格の高騰や仕入価格の高騰を転嫁できていない中小企業者の資金繰りを支援するため、現行のセーフティネット保証制度の抜本的な拡充・見直しを行ったものであります。

　保証対象となる中小企業者は、下記のとおりとなり、現行制度に比べ、業績要件が緩和されるとともに、②の要件が追加となっております。

　つきましては、同制度について、全建より別添のとおり周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

　また、同制度については、中小企業庁ホームページ（下記参照願います。）にも掲載（別添同封）されておりますことを申し添えます。
記

· 保証対象となる中小企業者

①指定業種に属する事業を行っており、最近３か月間の平均売上高等が前年同期比マイナス３％以上の中小企業者。

2 指定業種に属する事業を行っており、最近３か月間（算出困難な場合は直近決算期）の売上総利益率又は平均営業利益率が前年同期比マイナス３％以上の中小企業者。

3 指定業種に属する事業を行っており、製品等原価のうち２０％を占める原油等の仕入価格が上昇しているにもかかわらず、製品等価格に転嫁できていない中小企業者。
☆　中小企業庁ＨＰ　　http://www.chusho.meti.go.jp/
